
令和 5 年 3 月

令和 5 年度 令和 14 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

3,894 円 4,094 円

3,894 円 3,798 円

3,894 円 3,810 円

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

一般家庭用使用料体系と同様。

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和元年度 実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和元年度

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

25.7人/ha（令和3年度末)

　1箇所（小野水処理センター）

　無し

処 理 区 数 　1処理区（小野処理区）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

　平成4年度の事業着手時から、隣接する塩尻市との広域下水道として事業を進めている。

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

令和2年度 令和2年度

令和3年度 令和3年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

下水道使用料(税抜き)は、A基本料金と排出量毎に加算されるB従量料金の合計になる。
A基本料金　910円

B従量料金　1～10m3：1m3につき101円、11～20m3：1m3につき162円、21～40m3：1m3につき175円、41～

100m3：1m3につき185円、101m3～：1m3につき195円

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

一般家庭用使用料体系と同様。

別添２－1

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法適（一部適用）

辰野町下水道事業経営戦略

　平成8年度（26年）

長野県上伊那郡辰野町

特定環境保全公共下水道事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

【経営の健全化・効率化】
①経常収支比率
　前年度と比較し約3ポイント上昇しており、100％を超え類似団体平均値を約11ポイント上回り健全な状態である。
③流動比率
  前年度と比較し約73ポイント上昇しているが、1年以内に支払わなければならない負債の現金を確保できている状況である。
④企業債残高対事業規模比率
　前年度と比較し約1,130ポイント改善しており、償還額の減少に伴い、今後は減少傾向で推移していくことが予想される。
⑤経費回収率
　前年度と比較し約7ポイント低下しているが、100％を超え類似団体平均値を約53ポイント上回り健全な状態である。
⑥汚水処理原価
  前年度と比較し約9円増加しているが、類似団体平均値を約77円下回っている。
⑦施設利用率
  前年度と比較し約3ポイント低下しているが、類似団体平均値を約33ポイント上回っている。
⑧水洗化率
　前年度並みとなっており、類似団体平均値を約11ポイント上回っている。
【老朽化の状況】
①有形固定資産減価償却率、②管渠老朽化率、③管渠改善率
　現在のところ更新・修繕を要する箇所が少なく、①有形固定資産減価償却率は、類似団体平均値を下回っている。②管渠老朽化率、③
管渠改善率については0％となっている。

職 員 数

　建設水道課は下水道事業（公共下水道、特定環境保全公共下水道、農業集落排水施設）、浄化槽及び水
道事業のほか道路、河川事業、都市計画に関する業務に当たっています。職員給与費の予算措置につい
ては、公共下水道の総務事務に2人、水処理センター管理事務に1人（7ヶ月分）、事業に1人を、特定環境保
全公共下水道の水処理センター管理事務に1人（5ヶ月分）、農業集落排水施設の施設管理事務に1人（6ヶ
月分）を置いている状況である。

建設水道課
　建設管理係(建設部門の予算、公共物に関すること、占用に関すること等)
　建設工務係(道路、河川に関すること、災害復旧事業に関すること等)
　都市計画係(都市計画関連事項、河川、ダムに関すること等)
　住宅係(公営・町営・その他住宅に関すること、地籍調査に関すること等)
　上水道管理係(上水道の予算・決算に関すること、上水道使用料等に関すること等)
　下水道管理係(下水道の予算・決算に関すること、下水道使用料等に関すること、農業集落排水の維持管
理、浄化槽に関すること等)
　上水道工務係(上水道施設の維持管理、上水道施設の工事の設計、施工監理等)
　下水道工務係(下水道施設の維持管理、下水道施設の工事の設計、施工監理等)

　該当なし

　該当なし
資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）
*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）
*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

　該当なし

　該当なし

 イ　指定管理者制度

　公共下水道と特定環境保全公共下水道の2事業は、処理場と中継
ポンプ場の運転管理を、下水道公社へ一括委託して施設運営経費
の削減に努めている。

民 間 活 用 の 状 況



２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

○適切で計画的な事業執行（投資の平準化）
　辰野町の公共下水道事業は、昭和63年に事業に着手し、平成3年度から平成15年度にかけて集中的に建設工事を実施し、施設整備は
完了している状況である。今後、施設の更新には多額な費用が発生することが予想されるため、適切な維持管理を行うとともに、設備を定
期的に点検・調査し、不具合箇所を適切に修繕するなど、ストックマネジメント計画に基づいた施設の長寿命化を行い、投資の平準化を図
る。
○効率的な事業執行（維持管理費の削減）
　これまでと同様に民間委託の活用により業務効率化とコスト縮減に積極的に取組む。また、将来人口の減少に伴って処理施設への流入
水量の減少が見込まれることから、将来、包括的民間委託に移行すべきか検討し、維持管理費の削減に努める。
○収入の確保と負担の適正化（下水道料金の適正化）
　公共下水道事業の経費回収率は、類似団体の平均値に比べると高くなっているが、収入の不足分は一般会計からの補てんで賄ってい
る。今後は財政基盤の強化のため、収入の増に取り組む必要がある。収入の確保のため、使用料の改定の必要性を定期的に検討し、必
要に応じて使用料の改定を行う。また、下水道の普及啓発活動を継続的に実施するとともに、水洗化率の向上を目指す。

処理区域内人口の予測

　行政人口は、国立社会保障人口問題研究所の予測に基づいた辰野町人口ビジョンの推計を基にした人口の減少率を用いて、将来の人
口を推定した。処理区域内人口については、下水道事業の整備が概成していることから、現在の処理区域内人口に行政人口の減少率を
乗じて、各処理区の将来の処理区域内人口を推定した。水洗化率は向上するものの、処理区域内人口が減少することから、水洗化人口
は減少する見通しとなった。

有収水量の予測

　従量制の水量段階別に近年の動向を分析し、1～10m3/月、11～20m3/月、21～40m3/月、41～100m3/月の区分は、水洗化人口の予測

値から推定した検針数に直近の使用水量原単位を乗じ、減少傾向で予測した。101m3/月の区分は新型コロナウイルス感染症拡大の影響
で実績が大きく変動していたため、影響前の令和元年度の実績を固定して水量を予測した。全体の有収水量は、今後、減少する見通しと
なった。

使用料収入の見通し

　従量制の水量段階別の検針数と使用水量の予測に、現使用料単価を乗じて将来の使用料収入を予測した。有収水量の減少と比例し
て、将来の使用料収入は減収する見通しとなった。

施設の見通し

　現状で下水道施設（管きょ、ポンプ場、処理場）の新規整備は完了しており、施設数の増加の予定はない。
　今後はストックマネジメント計画に基づいた改築、更新事業を進める予定である。なお、人口減少による処理水量の減少に併せて、改
築、更新は随時、機器類のダウンサイジングを行う予定である。

組織の見通し

　当面、組織改革、新たな民間委託の予定はなく、下水道事業に係る人員は現状維持となる見通しとした。



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

○投資の目標に関する事項
　社会資本整備計画に基づき、下水道総合地震対策計画、ストックマネジメント計画で予定している平準化された耐震化工事
や長寿命化工事を確実に実施していく。
○管渠、処理場等の建設・更新に関する事項
　令和5年度から令和14年度の経営戦略の期間内に処理場の耐震化、長寿命化に係る点検・調査、設計、工事を予定している。
また、管きょについては、点検・調査を継続的に行う予定としている。
○広域化・共同化・最適化に関する事項
　広域化・共同化・最適化に関する予定はない。
○投資の平準化に関する事項
　ストックマネジメント計画に基づいた投資の平準化を行う。
○民間の活力の活用に関する事項（PPP/PFIなど）
　現時点で、PPP/PFIなどの活用への投資は計画していない。
○防災・安全対策に関する事項
　下水道総合地震対策計画に基づき重要施設の耐震化を進める予定である。また下水道BCPにおける定期訓練への参加や、年度
ごとに更新とブラッシュアップを行い非常時（震災、水害）に備える。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

○財源の目標に関する事項
　令和3年度の経費回収率は100％を超えており、使用料は現状の体系を維持する。また、一般会計からの繰入金は従来どおり
繰入基準内とする。
○使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項
　下水道施設整備が完了している状況で、水洗化率は向上するが処理区域内人口が減少することで使用料収入は減収する見通
しである。当面、汚水処理費も減少する見通しであるため、使用料の見直しについては、5年に1度、改定の必要性を検討した
後に判断する予定である。
○企業債に関する事項
　建設改良費の財源の内、国庫補助金残分については下水道事業債を計画している。
○繰入金に関する事項
　従来どおり繰入基準内の繰入金とする。
○資産の有効活用に関する事項
　収入増につながる資産の有効活用は計画していない。
○その他
　塩尻市から維持管理に要する経費と、建設改良費の補助残分の一部を、協定に基づき一定割合で負担してもらっている。

　建設改良費は、ストックマネジメント計画に基づく処理場等の更新費などを見込み、過度な投資とならない
よう、平準化した投資を行うことを目標する。

目 標

　令和3年度の経費回収率は100％を超えており、今後も経費回収率100％以上を目標とする。

目 標



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

　現時点で計画はない。

　当面は、現在の使用料体系を維持する予定であるが、5年に1回、使用料の改定の必
要性を検討する予定である。

使用料の見直しに関する事項

　その他の取組検討はない。

　今後、下水処理施設の改築及び汚泥有効利用施設の検討に当たっては、PPP/PFI手
法の導入可能性について検討する予定である。

　ストックマネジメント計画に基づいた投資の平準化を行っている。

　広域化・共同化・最適化の予定はない。広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字
の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

○民間の活力の活用に関する事項（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制度、PPP/PFIなど）
　委託費などの維持管理経費節減のため、事業内で一括契約の可能なものは実行し経費節減に努める。
○職員給与費に関する事項
　令和3年度の実績を基に給与費を算定し計画した。
○動力費に関する事項
　5年間は物価上昇率2％を考慮する。
○薬品費に関する事項
　5年間は物価上昇率2％を考慮する。
○修繕費に関する事項
　5年間は物価上昇率2％を考慮する。
○委託費に関する事項
　5年間は物価上昇率2％を考慮する。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組 　特になし。



③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　事業の進捗確認を毎年度行うとともに、５年前後で見直しを行い、必要がある場合は計画の見
直しを図る。

職員給与費に関する事項 　当面は、現在の人員に必要な職員給料費を見込む。

動力費に関する事項 　物価上昇(2%/年)を反映した動力費を見込む。

修繕費に関する事項 　物価上昇(2%/年)を反映した動力費を見込む。

委託費に関する事項 　物価上昇(2%/年)を反映した動力費を見込む。

その他の取組 　特になし。

薬品費に関する事項 　物価上昇(2%/年)を反映した動力費を見込む。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

　施設の統合を図りながら、町内施設の一括包括的民間委託（事務委任による施設管
理者側一元化）の導入可能性も含めて、民間活力の活用方法を今後検討する予定であ
る。



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 28,295 27,888 27,501 27,213 26,941 26,654 26,364 26,059 25,771 25,481 25,193 24,922
(1) 28,295 27,888 27,501 27,213 26,941 26,654 26,364 26,059 25,771 25,481 25,193 24,922
(2) (B)
(3)

２． 107,027 104,413 86,050 84,476 83,315 82,406 81,839 81,055 79,852 79,268 79,413 79,601
(1) 57,832 55,263 38,465 37,116 35,955 35,081 38,537 38,135 38,051 38,152 38,378 38,639

34,365 34,674 31,834 27,294 27,294 27,294 27,294 27,294 27,294 27,294 27,294 27,294
23,467 20,589 6,631 9,822 8,661 7,787 11,243 10,841 10,757 10,858 11,084 11,345

(2) 49,128 49,149 47,585 47,360 47,360 47,325 43,302 42,920 41,801 41,116 41,035 40,962
(3) 67 0

(C) 135,322 132,301 113,551 111,689 110,256 109,060 108,203 107,114 105,623 104,749 104,606 104,523
１． 108,049 109,007 107,031 106,903 107,047 107,133 107,259 106,799 105,452 104,581 104,435 104,346
(1) 4,086 4,112 4,112 4,112 4,112 4,112 4,112 4,112 4,112 4,112 4,112 4,112

1,796 1,869 1,869 1,869 1,869 1,869 1,869 1,869 1,869 1,869 1,869 1,869

2,290 2,243 2,243 2,243 2,243 2,243 2,243 2,243 2,243 2,243 2,243 2,243
(2) 36,081 36,849 36,987 37,129 37,273 37,420 37,570 37,570 37,570 37,570 37,570 37,570

5,149 5,502 5,613 5,726 5,841 5,958 6,078 6,078 6,078 6,078 6,078 6,078
1,684 850 867 885 903 922 941 941 941 941 941 941

696 501 511 522 533 544 555 555 555 555 555 555
28,552 29,996 29,996 29,996 29,996 29,996 29,996 29,996 29,996 29,996 29,996 29,996

(3) 67,882 68,045 65,931 65,661 65,661 65,600 65,576 65,116 63,769 62,898 62,752 62,663
２． 13,082 10,077 6,520 4,786 3,209 1,927 944 315 171 168 171 177
(1) 10,191 8,381 6,520 4,786 3,209 1,927 944 315 171 168 171 177
(2) 2,891 1,696

(D) 121,131 119,084 113,551 111,689 110,256 109,060 108,203 107,114 105,623 104,749 104,606 104,523
(E) 14,191 13,217
(F)
(G) 5
(H) △ 5

14,186 13,217
(I)
(J) 163,613 286,762 282,782 279,820 277,024 274,072 271,091 267,954 264,993 262,011 259,050 256,263

14,790 9,803 9,667 9,566 9,470 9,369 9,267 9,160 9,059 8,957 8,856 8,760
(K) 163,754 165,844 10,068 17,004 7,095 15,292 134,568 212,603 212,603 212,603

155,745 135,566 8,230 13,900 5,800 12,500 110,000 173,788 173,788 173,788

8,009 7,327 445 751 313 676 5,945 9,393 9,393 9,393
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 28,295 27,888 27,501 27,213 26,941 26,654 26,364 26,059 25,771 25,481 25,193 24,922

(N)

(O)

(P)

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

本年度

営 業 収 益

令和5年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 10,000 10,000 6,480 7,400 2,900 6,250 49,500 15,522 15,522 15,522

２．

３． 37,564 35,418 31,627 25,838 26,999 27,873 24,417 23,443 14,971 24,802 24,576 24,315

４．

５．

６． 2,450 1,750 6,500 2,900 6,250 55,000 86,894 86,894 86,894

７．

８．

９．

(A) 50,014 45,418 39,857 39,738 32,799 40,373 24,417 23,443 119,471 127,218 126,992 126,731

(B)

(C) 50,014 45,418 39,857 39,738 32,799 40,373 24,417 23,443 119,471 127,218 126,992 126,731

１． 7,964 1,750 8,230 13,900 5,800 12,500 110,000 173,788 173,788 173,788

２． 40,390 72,610 72,984 70,115 62,663 49,983 38,582 23,443 9,471 8,882 8,512 7,953

３．

４．

５．

(D) 48,354 74,360 81,214 84,015 68,463 62,483 38,582 23,443 119,471 182,670 182,300 181,741

(E) △ 1,660 28,942 41,357 44,277 35,664 22,110 14,165 55,452 55,308 55,010

１． 18,896 18,346 18,301 18,301 18,275 14,165 21,782 21,717 21,701

２． 10,046

３．

４．

(F) 28,942 18,346 18,301 18,301 18,275 14,165 21,782 21,717 21,701

0

(G)

(H) 382,792 396,673 327,917 266,319 213,825 360,216 129,689 106,777 80,993 49,970 40,281

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

34,365 34,674 31,834 27,294 27,294 27,294 27,294 27,294 27,294 27,294 27,294 27,294

34,365 34,674 31,834 27,294 27,294 27,294 27,294 27,294 27,294 27,294 27,294 27,294

37,564 35,418 38,258 35,660 35,660 35,660 35,660 34,284 25,728 35,660 35,660 35,660

23,043 20,562 22,211 20,702 20,702 20,702 20,702 20,702 20,702 20,702 20,702 20,702

14,521 14,856 16,047 14,958 14,958 14,958 14,958 13,582 5,026 14,958 14,958 14,958

71,929 70,092 70,092 62,954 62,954 62,954 62,954 61,578 53,022 62,954 62,954 62,954

令和13年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

計

そ の 他

令和10年度 令和11年度 令和12年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和12年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

令和13年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度令和5年度本年度



供用開始年月日 1997 年 2 月

処理区域内人口 1,507人

計算期間 自 2022 年 至 2031 年

（　 10年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

27,888 27,888 27,888

0 0

0 0

27,888 27,888 0 27,888

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

0

0

0

0

0 0 0 0

給 料 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0

給 料 1,869 1,869 1,869

諸 手 当 0

福 利 費 2,243 2,243 2,243

5,502 5,502 5,502

850 850 850

501 501 501

0

0

31,692 31,692 31,692

42,657 42,657 0 42,657

薬 品 費

小 計

処
理
場
費

委 託 料

人
件
費

動 力 費

小 計

人
件
費

そ の 他

委 託 料

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

路 面 復 旧 費

委 託 料

そ の 他

小 計

ポ
ン
プ
場
費

管
渠
費

人
件
費

給 料

そ の 他

修 繕 費

材 料 費

修 繕 費

材 料 費

薬 品 費

金　　　　　　　　額

金　　　　　　　　額

収　入　の　部

支　　出　　の　　部

項 目

受 託 工 事 収 益

そ の 他

合 計

原価計算表

項 目

使 用 料 (X)



　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

金　　　　　　　　額
支　　出　　の　　部

項 目

給 料 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

0

0

0 0 0 0

0

0

2,789 2,789 2,789

2,789 2,789 0 2,789

45,446 45,446 0 45,446

45,446

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 61%

＜使用料水準についての説明＞

１　投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料金算定期間内における平均値を記載すること。
２　起債償還額が減価償却額を超えるときは、当分の間、その差額を一般管理費のその他の欄に記載して差し支えないこと。
３　資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる場
合に、使用者負担の期間的公平等を確保する観点から、実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係るも
の）を、適正かつ効率的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算定し、計上するもの。そのため、資産維持費（Ｚ）欄は、「下水
道使用料算定の基本的考え方（2016年度版）」（公益社団法人日本下水道協会）を参考に、所有している資産の規模、経営環境等の実情
に応じ、料金算定に適切に反映すべき費用を記載すること。

一
 

般
 

管
 

理
 

費

流域下水道管理運営費負担金

委 託 料

小 計

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

使 用 料 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

小 計

企 業 債 取 扱 諸 費

資
本
費

支 払 利 息

減 価 償 却 費

そ の 他

人
件
費


